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#10-22 

【５月２２日～５月２８日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２２年６月１日 

在ウクライナ大使館 
 

Ａ．主な動き 

 

１．内政 

▼地方議会選挙 

・２２日、リトヴィン最高会議議長は、本年秋の実施は困難と

して２０１１年５月２７日の地方選挙実施を主張。 

・２３日、ヤヌコーヴィチ大統領は、地方議会選挙は憲法上２

０１０年秋に実施すべきと発言、近いうちに協議を開始と発

表。 

・２６日、リトヴィン最高会議議長は、１０月３１日に地方議会

選挙を行う法的・政治的根拠が存在するとコメント。 

▼政党の動き 

・２５日、６月上旬にも「国民自衛」及び「我々のウクライナ」所

属議員１５名が与党連合に参加と報道。 

・２８日、ツシコ経済相がウクライナ社会党党首への就任に

合意と報道。これに関しツシコ経済相は、他の党を代表して

政府にいる以上、ヤヌコーヴィチ大統領の合意なしに提案

をうけることはできないと発言。 

▼その他 

・２６日、数名のジャーナリストが「ストップ検閲」運動への反

対を表明。 

・２７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、国際オリンピック委員会

に２０２２年冬期オリンピック立候補を届出るよう提案。 

・２７日、コロレフスカヤＢＹＴ議員は、反改革的な政策を行っ

ているとしてチギプコ副首相の辞任を要求。 

・２８日、セヴァストーポリ及びモスクワの複数の社会団体は、

ヤヌコーヴィチ大統領に対し、ルシコフ・モスクワ市長の入

国禁止解除を要請。 

２．経済 

▼マクロ経済 
・２６日、国家統計委員会は、２０１０年５月１日時点でのウク

ライナにおける給与未払金総額が１６億９８００万グリブナに

なったと発表。２０１０年当初からは１５．３％増、前月１日から

は０．８％減。 

・２６日、シティグループは、ウクライナの２０１０年の経済成

長率見通しを３％から４％に引き上げたと発表。国内の経済

リスクが低下したことが要因。 

▼政策 

・２６日、アザーロフ首相は、閣僚は地方政府と協力して地

方への投資が魅力的となるような方策を考えるべきであると

発言。 

・２６日、アザーロフ首相は、経済危機によって、経済に対す

る国家の規制的役割を放棄するには時期尚早ということが

明らかになったと発言。 

・２７日、ヤヌコーヴィッチ大統領は、来週、経済改革戦略を

発表すると発言。また、主要課題は、経済成長と貧困との闘

いであると発言。 

・２７日、グリシチェンコ外相は、ヤヌコーヴィチ大統領が４月

１日、在外大使館における貿易・経済ミッションの解体及び

経済部の創設にかかる大統領令に署名したことを受け、ウク

ライナ大使館の経済活動を強化すると発言。 

・２７日、リトヴィン最高会議議長は、２０１１年度国家予算編

成のため、来週、予算ヒアリングを開始すると発言。 

▼農業 

・２６日、スラウタ副首相は、ウクライナの２０１０年の小麦生産

量が対前年比で１５％減少する見込みと発表。原因は、４月

及び５月の天候が穀物の発育に影響を与えたと分析。 

▼対外関係 

・２７日、チギプコ副首相は、１カ月後、ノルウェー、スイス、リ

ヒテンシュタイン及びアイスランドとの間で自由貿易協定を

締結すると発言。また、トルコとの自由貿易協定締結に向け

た作業を開始する予定であると発言。 

▼ガス問題 

・２１日、クリューエフ第一副首相は、ヴァンコ社との協力再

開の場合は、黒海大陸棚の生産物分与計画に変更はない

と発言。 

・２５日、ボイコ燃料エネルギー相は、ガス、原子力及びその

他の分野においてロシアとの協力プロジェクトが、対等の立

場、かつウクライナの国益を考慮して進められていると発

言。 

・２８日、ボイコ燃料エネルギー相とミレル露ガスプロム社長

が、ナフトガス及び露ガスプロムの合併につき協議。ミレル

露ガスプロム社長は、第一段階として両社が対等の立場で

共同企業を建設することになり、段階的な合併が可能との合

意に達したと発言。 
▼その他 

・２５日、中央銀行は、２００９年の海外在住ウクライナ人のウ

クライナ本国への送金額は５４億グリブナであり、ＧＤＰの４．

６％に相当すると発表。 

・２８日、リュプチェンコ国税局次官は、年間総収入が３０万

グリブナ以下の小規模企業への監査を一時停止することを

計画していると発表。国税当局によると、２０１０年に国税局

に登録されていた企業数は８６万９６００社であるが、このうち

利益を上げていない企業は２６万３７００社、活動していない

企業は１９万５７００社。活動している４２万１００社のうち、大

企業は１７００社、中規模企業は２万５０００社、そして小規模

企業は３８万３５００社。 

３．外政 
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▼２４日、グリシチェンコ外相のＥＵ「東方パートナーシ
ップ」外相会合参加（於：ポーランド） 
・グリシチェンコ外相は、「東方パートナーシップ」はウクライ

ナ・ＥＵ間の協力フォーマットの１つであり、ウクライナが「東

方パートナーシップ」参加に限定されることなく、査証廃止、

ＦＴＡ創設及び連合協定署名を対ＥＵ関係の優先事項とし

て交渉を継続していくと表明。 

・２５日、シコルスキ・ポーランド外相は、「東方パートナーシ

ップ」で実施するプログラムの実施においてフレンズ・グル

ープを創設することで合意した旨発表、フレンズ・グループ

候補国としてノルウェー、カナダ、日本及び米国を提案。 

・２５日、フィーレ欧州委員会拡大・欧州近隣諸国政策担当

委員は、査証自由化交渉においてはウクライナが「東方パ

ートナーシップ」参加国の中で最も前進しており、今秋のＥ

Ｕウクライナ・サミットで行動計画が付与される予定であり、

今夏にはモルドバとも査証自由化交渉を開始すると発表。 

▼２４日、ヤヌコーヴィチ大統領とバイデン米副大統領
の電話会談 
・米国は、ヤヌコーヴィチ大統領が開始した改革の方針への

支持を表明。 

・両者は、二国間関係、国際協力及び欧州・世界経済の状

況につき協議。 

▼２４日、ヤヌコーヴィチ大統領とバローゾ欧州委員会
委員長の電話会談 
・バローゾ欧州委員会委員長は、連合協定署名に向けたＥ

Ｕとウクライナ間の協力進展を評価。 

・両者は、ウクライナとＥＵ間の協力、ＦＴＡ創設及び無査証

渡航制度交渉の進捗状況及びその他の問題を協議し、対

話をさらに強化していくことで合意。 

▼その他 
・２１日、アザーロフ首相は、関税同盟の創設プロセスが、関

税同盟参加国とウクライナの間の貿易に否定的影響を及ぼ

さないことが極めて重要と発言。 

・２２日、グリシチェンコ外相は、ウクライナ国民及び政治勢

力の大部分が欧州統合を支持しており、ウクライナのＥＵ加

盟は「時間の問題」と発言。 

・２５日、ヤヌコーヴィチ大統領は、旧ソ連在外資産問題に関

し、ロシアが旧ソ連在外資産をすべて引き継ぐとのロシア側

の見解をウクライナは認めないと明言。 

・２８日、グリシチェンコ外相は、どの軍事ブロックにも属さな

いことを明確に表明しているウクライナが、集団安全保障条

約機構（ＣＳＴＯ）に参加することは不可能と明言。 

４．防衛 

▼ＮＡＴＯ 

・２５日、セディヴィーＮＡＴＯ事務総長補は、年次国家計画

を履行してきた国がＮＡＴＯ加盟を計画していないということ

は初めての経験であると発言。 

・２６日、ＮＡＴＯ－ウクライナ高級共同作業グループが開催

され、エリセイエフ外務次官は、ウクライナはＮＡＴＯとの協

力の水準を低下させることを意図していないと発言。ガーブ

リッシュ国家安全保障国防会議第一副書記は、ウクライナと

ＮＡＴＯ間の協力継続はロシアとの戦略的パートナーシップ

の発展を阻害しないと発言。セディヴィーＮＡＴＯ事務総長

補は、ＮＡＴＯに加盟しないとのウクライナ新政権の政策は

ウクライナの主権による決定であると発言するとともに、現在

のＮＡＴＯとの協力の水準を維持するとのウクライナの方針

を歓迎するとコメント。 

・２７日、ヤヌコーヴィチ大統領は、ウクライナのＮＡＴＯ加盟

は国民から支持されておらず非現実的であると発言するとと

もに、ウクライナはＮＡＴＯと協力する必要があるが非同盟

政策に従わなければならないとコメント。 

・２７日、グリシチェンコ外相は、ウクライナはＮＡＴＯとの関

係発展を継続するがＮＡＴＯ加盟の問題はもはや議題にな

いと発言。 

▼グルジアへの武器輸出 

・２８日、セボードニャ紙は、２００５年に国営企業ウクルオボ

ロンサービス社が５０以上のＢｕｋ－Ｍ１とＢｕｋ－Ｍ１－２誘

導ミサイルをウクライナ国防省のために購入し、後にこれら

のミサイルが不可解にグルジアに持ち込まれ、２００８年夏

のグルジア紛争時に使用された可能性があると報道。 

▼ニトカ艦載機離発着訓練センター 

・２５日、露海軍筋は、この夏、北洋艦隊の航空要員がニトカ

艦載機離発着訓練センターでの訓練を再開する予定である

と発言。 

・２８日、ウクライナ国防省は、ニトカ艦載機離発着訓練セン

ターのリースに関し、ウクライナが２００８年にロシアとの協定

を終了させていたとの報道は事実と異なると発表。 

▼スヴィダ参謀総長兼軍司令官の辞任 

・２９日、国防省は、スヴィダ参謀総長兼軍司令官が辞表を

提出したと発表。 

 

 

Ｂ．その他の動き 

 

５／２６ （水） 

・国家安全保障国防会議は、最高会議が第一読会において

少なくともＧＤＰの２％を国防予算に割り当てる法案を承認す

るよう勧告。 

・シャマノフ露空挺団司令官は、露空挺団はロシア－ウクライ

ナ共同開発の軍用輸送機アントノフ－７０の３０－４０機購入を
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希望していると発言。 

５／２７ （木） 

・ドイツ海軍フリゲート艦「ニーダーザクセン」が非公式訪問の

ためセヴァストーポリ来港。 

５／２８ （金） 

・ヌルリン統合運用軍司令官は、国連が２００９年のウクライナ

軍の平和維持活動参加に対する補償金として、１億3090万グ

リブナを国庫に送金したと発表。 

（了） 


